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【国際特許分類】
   Ｃ０８Ｊ   9/28     (2006.01)
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【ＦＩ】
   Ｃ０８Ｊ   9/28    ＣＥＳ　
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【手続補正書】
【提出日】平成23年10月6日(2011.10.6)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　１μｍ当たり２０．０ｇＦ以上の標準化突刺強度、１１．０秒／１００．０ｃｍ３／μ
ｍ以下の標準化透気度を有する微多孔性膜であって、該膜の表面が、２０．０～１．０×
１０２ｎｍの範囲の平均直径および４００．０ｎｍより大きい微小フィブリル間の平均距
離を有する微小フィブリルを含む、微多孔性膜。
【請求項２】
　前記微多孔性膜が、１．０×１０６～５．０×１０６の範囲のＭｗおよび約２．０～約
５０．０の範囲のＭＷＤを有する第１のポリエチレン、ならびに２．０×１０５～９．０
×１０５の範囲のＭｗおよび約２．０～約５０．０の範囲のＭＷＤを有する第２のポリエ
チレンを含む、請求項１に記載の微多孔性膜。
【請求項３】
　前記微多孔性膜が２３．０μｍ以上の厚さを有する単層膜である、請求項１又は２に記
載の微多孔性膜。
【請求項４】
　前記膜の厚さが２３．０μｍ～３０．０μｍの範囲であり、前記標準化突刺強度が１μ
ｍ当たり２２．０ｇＦ～１μｍ当たり３５．０ｇＦの範囲であり、前記標準化透気度が７
．０秒／１００．０ｃｍ３／μｍ～１０．５秒／１００．０ｃｍ３／μｍの範囲であり、
前記微小フィブリルの平均直径が４０．０ｎｍ～７０．０ｎｍの範囲であり、前記微小フ
ィブリル間の平均距離が４５０．０ｎｍ～６５０．０ｎｍの範囲である、請求項１～３の
いずれか一項に記載の微多孔性膜。
【請求項５】
　前記膜が、１０５．０℃における３．０％～１０．０％の範囲のＴＤ熱収縮および１．
５％～８．０％の範囲のＭＤ熱収縮、約４５．０％～約５０．０％の範囲の空孔率、１．
０×１０３Ｋｇ／ｃｍ３以上のＭＤ引張強度、１．２×１０３Ｋｇ／ｃｍ３以上のＴＤ引
張強度、５０．０％以上のＭＤ引張伸度、５０．０％以上のＴＤ引張伸度、１４０．０℃
以下のシャットダウン温度、１４４．０℃以上のメルトダウン温度、ならびに溶融状態に
おける４１．０％以下の最大ＭＤ熱収縮および溶融状態における４６．０％以下の最大Ｔ



(2) JP 2011-527710 A5 2011.12.15

Ｄ熱収縮を有する、請求項１～４のいずれか一項に記載の微多孔性膜。
【請求項６】
　（ａ）約１．１×１０６～約３．０×１０６の範囲のＭｗおよび約４．０～約１５．０
の範囲のＭＷＤを有する前記第１のポリエチレンが、前記膜の総重量に対して２５．０重
量％～３５．０重量％の範囲の量で存在し、かつ
（ｂ）約３．０×１０５～約７．０×１０５の範囲のＭｗおよび約３．５～約５．０の範
囲のＭＷＤを有し、かつ前記第２のポリエチレン中の不飽和末端量が炭素原子１０，００
０個当たり０．１未満である前記第２のポリエチレンが、前記膜の総重量に対して６５．
０重量％～７５．０重量％の範囲の量で存在する、請求項１～５のいずれか一項に記載の
微多孔性膜。
【請求項７】
　前記膜の標準化透気度Ａ（秒／１００．０ｃｍ３／μｍ）が、Ｐ（１μｍ当たりのｇＦ
）が前記標準化突刺強度である、関係式Ａ≦（０．１Ｐ）＋９を満たす、請求項１～６の
いずれか一項に記載の微多孔性膜。
【請求項８】
　請求項１～７のいずれか一項に記載の微多孔性膜を含む電池セパレータフィルム。
【請求項９】
　（ａ）（ｉ）６０．０重量％～８０．０重量％の流動パラフィンと（ｉｉ）２０．０重
量％～４０．０重量％のポリオレフィン混合物とを含む押出物（重量パーセントは該押出
物の重量が基準）であって、該ポリオレフィン混合物が、Ｍｗ≧１．０×１０６である２
５．０重量％～３５．０重量％の第１のポリエチレン、およびＭｗ＜１．０×１０６であ
り不飽和末端量が炭素原子１０，０００個当たり０．２未満である６５．０重量％～７５
．０重量％の第２のポリエチレン（重量パーセントは該ポリオレフィン混合物の重量が基
準）を含む押出物を少なくとも１つの平面方向への延伸し、
（ｂ）第１の乾燥長さおよび第１の乾燥幅を有する乾燥押出物を製造するために、延伸押
出物から希釈剤の少なくとも一部を除去し、
（ｃ）前記第１の乾燥幅から、１．３以上の範囲の倍率で前記第１の幅よりも大きい第２
の乾燥幅へ、前記乾燥押出物を１２６．０℃～１３１．０℃の範囲の温度にさらしながら
延伸し、前記第１の乾燥長さが延伸の間一定である延伸工程を含む微多孔性膜の製造方法
。
【請求項１０】
　前記第１のポリエチレンが１．１×１０６～５．０×１０６の範囲のＭｗおよび約４．
０～約１５．０の範囲のＭＷＤを有し、かつ前記第２のポリエチレンが２．０×１０５～
９．０×１０５の範囲のＭｗおよび約３．５～約５．０のＭＷＤを有する、請求項９に記
載の微多孔性膜の製造方法。
【請求項１１】
　前記工程（ａ）の押出物を１５．０℃～２５．０℃の範囲の温度にさらすことにより延
伸前に冷却し、該冷却押出物を１１４．０℃～１１６．０℃の範囲の温度にさらしながら
、ＭＤ倍率が５．０と等しくなるまで、およびＴＤ倍率が５．０と等しくなるまで、該冷
却押出物をＭＤおよびＴＤに同時に延伸し、該延伸押出物を、工程（ｃ）の開始前に、長
さおよび幅は一定のまま１２０．０℃～１２５．０℃の範囲の温度に１．０秒～１００．
０秒の範囲の時間さらす、請求項９または１０に記載の微多孔性膜の製造方法。
【請求項１２】
　請求項８に記載のセパレータフィルム、アノード、カソード、及び電解質を含む電池で
あって、該セパレータフィルムが該アノードと該カソードの間に位置する電池。
【請求項１３】
　前記電池が円筒型電池である、請求項１２に記載の電池。
【請求項１４】
　前記電池が、電動工具、電気自動車またはハイブリッド電気自動車のための電力源であ
る、請求項１２又は１３に記載の電池。
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